BIS論壇No.212　「TPPとRCEPの現状」2017年5月2日　中川十郎 
　トランプ政権は選挙公約通り、本年1月にTPPから脱退した。TPPをアベノミクスの目玉としてきた安倍政権は何としてもTPPを実現したいとして、米国抜きのTPP11か国で5月初めにカナダで交渉官会議を開催する。5月下旬にはベトナムで11カ国の閣僚会議を開き、TPP推進の合意を目指すという。

　　だが米国はTPP12カ国のGDPの最大の60%を占めており、米国抜きではTPPは当初の目的を達成できないだろう。ベトナムは繊維、マレーシアは電子機器の対米輸出を期待していたので、米国のTPP脱退は致命傷になりかねない。また情報によると南米のチリやぺルーはこの機会にアジアの雄、中國との貿易交渉を模索しているとも言われている。

　安倍政権はTPP11か国でTPPを推進すると、いずれ米国もTPPに復帰するとの希望的な見方をしている。だが、いったんTPPを離脱した米国がTPPに回帰するとの見方は甘いのではないか。米国のTPP離脱でTPP11のGDPは37.5%から12.9%に、貿易総額も25.7%から14.9%に縮小する。トランプ政権はNAFTAの再交渉やTPPからの離脱によりAmerica Firstの二国間交渉で米国の国益を追求する通商戦略を打ち出している。

　日本政府としては、むしろこの機会に結成50年を機に躍進するASEANに日中韓、印、豪、NZの16カ国が参加するRCEP(東アジア地域包括的経済連携)に軸足を移し、その実現に注力することこそアジアに位置する日本の責務ではないか。2015年にはアジア経済の世界経済に占める規模は30%強となり、アジアは世界で最大の発展が予想されている。

米国がTPPを離脱したこの機会をとらえ、発展するアジアとの経済、通商関係強化に尽力する絶好の機会ではないか。そのためには隣国の中国、韓国との友好関係構築こそ肝心である。にも拘わらず安倍政権は中国、韓国との関係改善には動かず、もっぱら米国との政治、経済、軍事関係強化に注力しているのは通商戦略上も問題である。

　すでにADB加盟67カ国を抜き、70か国が加入するAIIB(アジアインフラ投資銀行)への不参加で、日本は米国に同調し、いまだに対抗意識を鮮明にしている。ADB試算によると2016~2030年にアジアの電力や道路などインフラ投資需要は莫大で年間1.7兆ドル（約190兆円）と予測。5月４～７日は横浜でADBの第50回年次総会が開催される。加盟国67か国の財務相、中央銀行総裁、金融機関や企業関係者ら4000人が参加する見込みだ。この機会にADBとAIIBの関係強化と両銀行の協力が真剣に検討されることを期待したい。　

　一方、さる3月7日にはインド洋に面する21か国が参加する「環インド洋連合」（IORA）の初会合がジャカルタで開催された。域内の有力国インドネシアにBRICSメンバーのインド、南アなどが参加した。域内人口は世界人口の30％強の22億人を占める。この機会にアジア・アフリカのIORAと中国の「一帯一路」戦略で発展が予想されロシアも参加する中央アジアのSCO(上海協力機構)との連携も強化されよう。日本としてはこれら発展するアジア、中央アジア、アフリカとのグローバルな視野での独自の通商戦略確立が強く望まれる。
